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特別支援教育に関する現職研修の意義

－養成校教員の資質向上に視点をおいて－

A Study on the Significance of In-service Training in Special Needs Education
-Focusing on improving the quality of Early Childhood Education teacher training school teacher-

　 

＊　　四條畷学園短期大学　保育学科
＊＊　大阪健康福祉短期大学松江キャンパス　保育・幼児教育学科

　特別な配慮を要する子どもの保育に関する研修ニーズは大きく、保育者養成校教員は現職研修を提供す
る重要な役割を担う。本研究では、養成校教員が、現職研修を担当することを通して得る学び・意義や、
研修実施上の工夫点、課題点、学生指導･養成への連携・活用等（有用性）を検討した。結果、現職研修
を担当することは、保育者を支援するだけでなく、保育現場を「見て」「聞いて」「感じて」、保育現場
の課題を分析し、多くの学びを得ることができ、その学びは養成教育現場の授業、学生指導に活かされ、
養成校教員自身の教育力アップ、研究活動にも活かされることが明らかになった。
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Ⅰ　はじめに

　2019年に特別支援教育がスタートし、すべての
子どもへの教育・保育の保障を提供するべく、保
育士はより高度な専門性が求められている。特
に、特別な配慮を要する子どもの保育に関する研
修ニーズは大きい。その中で、養成校教員は現職
研修を提供する重要な役割を担う。
　本研究では、研修提供者である養成校教員に視
点をあて現職研修の意義と課題を明らかにすると
同時に、養成校教員の学びを明らかにし、養成校
が現職研修により積極的に、貢献でき、教員の資
質向上につながることを目的とする。
　なお、本研究では、現職研修を「所・園内研修、
法定研修、キャリアアップ研修、教員免許更新講習、
その他研修及び、巡回指導」と定義する。

１．特別支援教育について
　文部科学省の2007（平成19）年の「特別支援教
育の推進について（通知）」によって、一人一人の

ニーズに応じた適切な教育的支援を行う「特別支
援教育」が学校教育法に位置づけられ、すべての
学校において、全ての幼児児童生徒に必要な支援
がなされてきている。特別支援教育は、共生社会
の礎として意味づけられ、幼児教育においても展
開される。幼児教育は、子ども一人ひとりにとっ
て、初めての教育の場であり、そこで取り組まれ
る特別支援教育は、共生社会の礎の中でも一番基
礎となるものと考えれば、重要な意味を持つ。
　幼児教育における特別支援教育の充実の必要性
については、幼児教育の実践の質向上に関する検
討会による、「幼児教育の質の向上について （中間
報告）」（令和２年５月26日付け）において、「個別
の教育支援計画や個別の指導計画の作成が必要で
あると判断されている幼児の数は増加傾向＊注１）に
あり、幼児教育施設における特別支援教育の充
実、それを支える関係機関・部局と連携した切れ
目ない支援体制整備が求められている。また、個
別の教育支援計画等を活用した小学校等への円滑
な移行支援の充実も求められているところであ
る」と示されている。
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　保育所等における特別支援教育の充実について
は、2020（令和２）年６月26日付け、保育所等に
おける保育の質の確保・向上に関する検討会によ
る『議論のとりまとめ「中間的な論点の整理」に
おける総論的事項に関する考察を中心に』におい
て、今後の検討すべき事項の一つとして、「特別な
配慮を必要とする子どもの保育」を挙げ、今日多
くの現場で模索されている課題であると述べられ
ている。次に法的根拠について述べる。
　2018（平成30）年に示された現行の幼稚園教育
要領では、第１章第５「特別な配慮を必要とする
幼児への指導　１障害のある幼児などへの指導」
として、集団の中で生活することを通して全体的
な発達を促していくことに配慮し、特別支援学校
などの助言又は援助を活用しつつ、個々の幼児の
障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工
夫を組織的かつ計画的に行うものとして、その内
容がかかげられている。特に改定の要点として、
①障害のある幼児などへの指導に当たっては、長
期的な視点で幼児への教育的支援を行うための個
別の教育支援計画と、個別の指導計画を作成し活
用することに努めること、及び、②海外から帰国
した幼児や生活に必要な日本語の習得に困難のあ
る幼児については，個々の幼児の実態に応じ、指
導内容等の工夫を組織的かつ計画的に行うこと
の、２点が新たに示された。
　保育所保育指針では、第１章　総則１、３　保
育の計画及び評価⑵　指導計画の作成において
「障害のある子どもの保育については、一人一人
の子どもの発達過程や障害の状態を把握し、適切
な環境の下で、障害のある子どもが他の子どもと
の生活を通して共に成長できるよう、指導計画の
中に位置付けること。また、子どもの状況に応じ
た保育を実施する観点から、家庭や関係機関と連
携した支援のための計画を個別に作成するなど適
切な対応を図ること。」と、示されている。
　幼児教育において、特別支援教育の充実が求め
られ、適切な環境のもと、一人ひとりの教育的
ニーズに対応した教育・保育が求められている。
その実現には、保育者は、特別支援教育の概念、
障害の理解とそれに基づく、適切な支援を提供で
きることが求められており、保育者の特別支援教
育に関する専門性の養成の重要性が高まっている
と考える。
　保育者の特別支援教育に関する専門性について

は、吉川ら１）は、専門機関や特別支援学校などの
外部からの支援だけに頼らず、個別支援の基礎的
なスキルを有する保育者が特別支援の支援者とな
る事も必要ではないかと述べている。小川２）は、
若い保育者が発達障害のある子どもに適切な保育
を行い、自信をもって関わっていくことができる
ように、保育者養成校での教育の充実、保育者に
なった後の研究の在り方を検討していく必要があ
ると述べている。
２．現職研修について
　現職教員の研修については、「教育基本法」と、
「地方公務員法」、そして、「教育公務員特例法」、
さらに、「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」などが、その拠りどころとなる法令としてあ
げられる。また、中央教育審議会が平成27年12月
に、「これからの学校教育を担う教員の資質能力の
向上について　～学び合い、高め合う教員育成コ
ミュニティの構築に向けて～（答申）」を取りまと
めていて、幼稚園教諭及び認定こども園の保育教
諭の現職研修についても、各法令及び答申に則り
実施されている。答申に則り近年の幼稚園教諭及
び保育教諭の現職研修は、具体的には地方自治体
や幼稚園関係団体、大学等が実施する研修等を
キャリアアップ研修として活用することとされて
おり、研修内容の分野の例としては、①教育・保
育理論、②保育実践、③特別支援教育、④食育・
アレルギー、⑤保健衛生・安全対策、⑥保護者支
援・子育て支援、⑦小学校との接続、⑧マネジメ
ント、⑨制度や政策、などとなっている。
　また、令和３年１月の中教審答申「『令和の日本
型学校教育』の構築を目指して」においても、
「⑶ 幼児教育を担う人材の確保・資質及び専門性
の向上」で、「①処遇改善をはじめとした人材の確
保・処遇改善等の実施や、大学等と連携した新規
採用、離職防止・定着、再就職の促進等の総合的
な人材確保策の推進 ②研修の充実等による資質の
向上・各種研修の機能・位置付けを構造化し、効
果的な研修を実施・各職階・役割に応じた研修体
系の構築、キャリアステージごとの研修機会の確
保　③教職員の専門性の向上・上位の免許状の取
得促進、小学校教諭免許や保育士資格の併有促
進、特別な配慮を必要とする幼児への支援」と、
示され、前述の答申と同様に処遇改善と研修の充
実等が強調されている。
　平成29年３月に告示された保育所保育指針では、
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「第５章 職員の資質向上」、「３ 職員の研修等 ⑵ 
外部研修の活用」として、「各保育所における保育
の課題への的確な対応や、保育士等の専門性の向
上を図るためには、職場内での研修に加え、関係
機関等による研修の活用が有効であることから、
必要に応じて、こうした外部研修への参加機会が
確保されるよう努めなければならない。」とされて
いる。また、「４ 研修の実施体制等 ⑴ 体系的な研
修計画の作成」においては、「保育所においては、
当該保育所における保育の課題や各職員のキャリ
アパス等も見据えて、初任者から管理職員までの
職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を
作成しなければならない。」と、示されている。 
３．養成校教員の資質について
　「大学設置基準」（昭和31年文部省令第28号）の
一部改正などにより、平成20年度より、大学・短
期大学・高等専門学校において、ファカルティ・
ディベロップメント（FD）が導入され、大学での
授業及び研究指導の内容の改善を図るための組織
的な研修及び研究が実施されてきている。また、
大学設置基準では、大学教員は、「研究上の業績を
有する者」、「専攻分野について特に優れた知識及
び経験を有する者」などを対象に、「大学における
教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有す
る者」としており、国として免許制度がなく、教
育上の能力には一切触れられていない。このよう
な状況に対して、文部科学省は、大学教員に求め
られる教育指導力について、１．学識、２．技
能、３．態度、４．実践の４つのカテゴリーにま
とめ、示している（平成23年９月文部科学省 高等
教育政策室）。
　羽田３）は、大学教員について、学生指導・対人
関係のスキルも必須であり、教育は、単に知識や
技能の形成を行うだけでなく、人格的発達を促す
ものであり、大学教員は、対学生関係だけでな
く、専門家として知識の内容やその応用について
対社会的責任を負っている、と述べている。

Ⅱ　研究目的
　特別な配慮を要する子どもの保育に関する研修
ニーズは大きく、保育者養成校の教員は現職研修
を提供する重要な役割を担う。本研究では、保育
者養成校教員の視点から現職研修の取組状況を明
らかにし、養成校教員が、現職研修を担当するこ
とを通して得る学び・意義や、研修実施上の工夫

点、課題点、本務である学生指導･養成への連携・
活用等（有用性）を明らかにすることを目的とす
る。

Ⅲ　研究方法
　本研究目的に基づきアンケート調査及び、イン
タビュー調査を実施した（表-１）。
　アンケート調査対象は、全国保育者養成協議会
加盟校の「特別支援教育・障害児保育」担当教員
もしくは、関連科目担当者であり、郵送により、
アンケート調査送付、回収した。調査目的に沿っ
た質問（特別支援教育に関する現職研修に関する
こと、現職研修の養成校教員の資質向上及び養成
校教育への活用に関すること）を設定した。イン
タビュー調査は、アンケート回答者の中から、イ
ンタビュー調査協力の意思を示した教員から無作
為抽出により、半構造化面接を、オンライン形式
（ZOOMを利用）により実施した。
　なお、本研究では、調査した２回の結果のう
ち、主にアンケート調査を分析する。

　 

Ⅳ　結果および考察
１．回答者について、
　回答者の所属および職位の内訳を表-２、表-３に
示す。
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２．研修担当について
　研修担当については、回答者の８割弱（第１回
目：79.3％、第２回目：75.7％）が研修を担当して
おり（表-４）、職位別、養成校教員経験年数別の担
当割合を示した（表-５）。職員別における研修担当
割合は、教授である養成校教員が90.2%、85.2%と
いずれの回も他の職位と比較し高い結果となっ
た。
 
 

 
 

３．依頼された現職研修について
１）研修の依頼元
　担当の依頼元について、第１回目のアンケート
では該当する全てに、第２回目のアンケートで
は、最も多い依頼元について回答を得た（表-６）。
回答方法に相違があるが、研修の依頼元は、保
育・教育施設からの依頼と、行政からの依頼が共
に多い結果が得られた。養成校教育を行う上で
は、保育教育現場や行政との連携は重要であり、
研修実施を通して、連携が密であることは、養成
校が現職研修を担当することのメリットになるも
のと考える。
 

  

２）研修形態
　担当経験のある研修形態について、第１回目の
アンケートでは担当経験のある研修形態全てに回
答し、第２回目のアンケートでは、一番担当経験
の多い研修形態を回答する様式で回答を得た。回
答方法に相違があるが、「講義形式」が一番多く、
次いで「事例検討会」、「保育・授業研究（検討）
会」、「実技研修」という回答結果であった。研修
形態として「講義形式」が最も多いことが明らか
になった。また、その他としてオンライン研修等
があげられていた。
 

  

　　 
３）研修内容について
　研修内容について、２回のアンケート結果にお
ける６項目を比較した（表-８、図-１）。
　結果、一番数値が高かったのは「障害児の理
解」88.8％、87.5％、次いで「障害児の発達の援
助」74.8％、73.2％、「家庭及び関係機関との連携」
59.8％、60.7％、「障害児保育の環境」41.4%、
46.4％、「障害児保育の指導計画、記録及び評価」
29.0％、39.3％、という結果であり、２回の結果共
に近似した実施状況であった。この結果を、金川
ら４）の研究で示されている『保育者の「所外研修
内容別参加状況」』と照らし合わせると、上位２項
目「障害児の理解」「障害児の発達の援助」と、下
位項目「障害児保育の指導計画、記録及び評価」
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において同様の傾向が示されていることから、互
いに関連している。また、上位２項目は特別支援
に関する現職研修の基盤だといえる。
　さらに、第２回のアンケートにおいて、具体的
な研修テーマの回答を得た（表-９）。そのテーマを
概観すると、各領域の専門性を表す内容だけでは
なく、特別支援教育に関わる総合的なテーマも見
られ、包括的に研修が行われるケースも多いこと
が考えられる。
　平成29年度に告示された保育所保育指針は、各
職員のキャリアパス等を見据え、職位や職務内容
等を踏まえた体系的な研修計画の作成が必要とさ
れている。また、障害児保育において、職員相互
の連携の下、個に応じた関わりと集団の中の一員
としての関わりの両面を大切に、組織的かつ計画
的に保育を展開するように示されている。障害児
保育を実施する施設では、82.8%が加配保育士を配
置し、障害児保育対象以外でも特別な支援が必要
な子どもが79.4％「いる」という報告４）から、職
位や職務内容等、個々のニーズに応じた研修が必
要であることが推察される。これらのことから、
研修担当者は様々な経歴を持つが、「障害児の理
解」「障害児の発達の援助」を基盤とし、子ども

も保育者も一人の主体として大切にされるよう、
園内や家庭及び関係機関を含む連携方法や更なる
専門的知識を取り入れる等、個々のニーズに応じ
た発展的な研修を行う必要があると考えられる。
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４．研修準備について
１）研修までの連絡方法と準備時間
　研修実施までの依頼元との主な連絡方法につい
ては、いずれのアンケートにおいても、メールで
のやりとりが多い結果が示された（表-10）（86.0％、
41.9％）。
　また、研修実施までの準備時間を示した（表
-11）。いずれのアンケートにおいても、121分以上
の準備時間を要している回答者は、半数近い比率
であった（46.0％、51.3％）。準備に要した時間に
は、個人間の差があるが、研修準備のための時間
を捻出し、研修にあたっていることが示された。

　また、第１回のアンケートでは、研修準備に対
する意識について５件法で回答を得た（図-２）。結
果、まったく負担でない８（5.9％）、あまり負担で
ない 3 9（ 2 8 . 9％）、どちらともいえない 2 0
（14.8％）、やや負担である36（26.7）、とても負担
である13（9.6％）、無回答19（14％）という結果と
なった。研修時間と負担感に関するクロス集計を
行っていないため、推測の域であるが、負担感が
ある教員も含め、研修に向き合い準備に取り組ま
れていることが推測できる。
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　次に、第２回のアンケート調査では、研修依頼
の経緯と方法や、事前ニーズ調査の有無と調査方
法及び内容について記述を求め、現職研修で工夫
している点について自由記述で具体的な回答を得
た。自由記述の解答は、KJ法５）を用いて分析を行
い、得られた結果を基に現職研修と連携のあり方
について考察した。
　「事前ニーズ調査」を「行う」とした担当者に、
「ニーズ調査の方法」及び「ニーズ調査の内容」
を自由記述で回答を求めたところ、アンケートや
ヒアリング、資料提供・観察等を中心に各種研修
形態や研修ニーズに合わせた事前調査が行われて
いた。
　ニーズ調査の内容としては、研修内容の要望
（目的やねらい、質問内容、キーワード）の確認
だけではなく、指導計画の書式の共有や園児やク
ラスの実態の観察、園内研修では園長から要望の
聞き取り、キャリアアップ研修では保育者の悩み
についてのアンケート、免許状更新講習では意識
の提出等、研修ニーズや形態に沿ったニーズ調査
が事前に行われていることが明らかとなった。ま
た、中には「子どもの困り感のみに着目せず、素
敵な姿の具体的エピソードを共有する」というよ
うな内容も見られた（表-12）。
　これらのことから、特別支援教育における現職
研修の担当者は保育者のニーズに応えるよう、事
前事後も含めて工夫する姿勢を持ち、研修に臨ん
でいると考えられる。

２）現職研修で工夫している点
　　－自由記述の分析と事前のニーズ調査から－
　第２回アンケートにおいて、担当者が「現職研
修を行う際、工夫している点」について具体的な
記述を求め、KJ法５）を用いて分析を行った。抽出
されたカテゴリーを大カテゴリー【　】、中カテゴ
リー〖　〗、小カテゴリー〈　〉として表-13に示
す。
　結果として、大カテゴリー【研修内容】【事前準
備】【理解のしやすさ】【研修形態】【具体的な場面
の想定】【研修後のフォロー】６点が抽出された。
また、大カテゴリー【研修内容】に〈用語の習得〉
〈保育者の連携〉〈障害や発達の理解〉〈支援や環
境〉、【事前準備】に〈ニーズの把握〉、【理解のしや
すさ】に〈伝わる言語〉〈資料の資格化〉、【研修形
態】中カテゴリー〖参加型〗に〈体験〉〈参加者の
GW・GD〉〈講義型＋参加型〉と〈対話型〉、【具体
的な場面の想定】に〈実践との繋がり〉〈理論に基
づいた具体例の提示〉〈省察・振り返り〉、計14点の
小カテゴリーが抽出された。
　研修担当者は、依頼された研修内容を考慮しな
がら様々な形で事前準備し、視覚化された資料や
動画等を基に、伝わりやすい言語を用いるよう工
夫している。研修形態としては、講義だけではな
く、体験や参加者のグループワークやディスカッ
ション等の「参加型」や、フィードバックをする
等の「対話型」を取り入れ、実践との繋がりや理
論に基づいた具体例を提示することでイメージを
持ちながら学んだり、普段の保育を省察したりで
きるよう工夫していた。また、研修後のフォロー
により定期的で継続的なサポートを行い、学びを
深めようとするケースがあった。
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５．現職研修の取組と養成校教員としての資質向
上について
　現職研修の取組と養成校教員としての資質向上
についての質問に対して、５件法による回答、及
び自由記述により回答を得た。その結果は、とて
もつながる 5 2（ 3 8 . 5 %）、ややつながる 5 1
（37.8%）、どちらともいえない９（6.7%）、あまり
つながらない０（０%）、全くつながらない０（０
%）となった（図-３）。回答に対する理由に関する
自由記述には、現場を知る（35）、学生指導
（24）、学びの整理・専門性向上（18）、その他
（12）であり、代表的な記述をまとめた（表-14）。
研修を通じ保育現場の現状を知ることはもちろん
のこと、研修準備での養成校教員自身の学びの整
理や、保育現場の生の意見からの気づき等があ

り、学生指導における自己の振り返り、養成校教
育のアップデートという意見がみられた。
　現職研修が資質向上との関連について、とても
つながる、ややつながるとを合わせると10 3
（76.3％）の教員が向上につながると考えており、
向上につながらないという回答はなかった。
　神山らは７）、大学教育にも20代教員に求められ
る「望まれる教員の資質」に対応したものが要望
され、教員の資質の基礎となる「たくましい精
神」や「エネルギーにあふれる人材」の育成、さ
らに「教育への意欲と熱意」や「学び続ける姿
勢」の育成が特に求められていると述べている。
さらに、小坂８）は、対人援助職である保育者を養
成する教員は、常に親身になって学生の気持ちや
立場に寄り添い、また自身も保育に関する新たな
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知識を探求し深化させていく姿勢が求められるも
のであると述べている。現職研修を担当する機会
は、養成校教員が新たな知識を探求、深化させる
場であり保育者養成校教員の学びの場となってい
ると考える。

６．現職研修への取組の勤務校の養成指導への活
用について
　現職研修の取組の養成指導への活用についての
質問に対して、５件法による回答、及び自由記述
により回答を得た（図-４）。その結果は、とても活
用している40（29 . 6%）少し活用している47
（34.8%）、どちらともいえない14（10.4%）、あま
り活用していない10（7.4%）、全く活用していない
２（1.5%）、無回答22（16.3％）となった。とても
活用していると少し活用しているとを合わせる
と、87（64.4％）が、何らかの形で現職研修への取
組を養成指導に活用していることが示された。回
答の理由に関する自由記述には、授業づくり
（33）、学生にプラス（12）、伝達（11）、その他
（16）あり、代表的な記述を表-15に示す。保育現
場の状況を知り、課題を認識すること、そこから
の養成校教員が学び、感じたことを授業の中に取
り入れることは、学生の学びを促進さえているこ
とが窺がえる。
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Ⅴ　まとめ
　いま、求められている特別支援教育の充実を直
接支えるのは、保育者であり、保育者をめざす学
生である。では、養成校教員は、特別支援教育の
推進に対して何ができるだろうか。それは、保育
者への支援、現職研修を担当することであり、養
成校で学ぶ学生の育成である。
　現職研修を担当することは、保育者を支援する
だけでなく、同時に、養成校教員は、現職研修を
担当することで、現場、子どもの姿を知ることが
できる。そして、保育者の悩みや困り感、抱えて
いる課題を把握できる。今の保育現場を「見て」
「聞いて」「感じて」、保育現場の課題を分析し、
多くの学びを得ることができる。その学びは養成
教育現場の授業、学生指導に活かされ、養成校教
員自身の教育力アップ、研究活動にも活かされ、
結果として、養成校教員の資質向上につながり、
養成校の充実にもつながる。
　本研究では、研究結果から導かれた現職研修に
よる養成校教員の資質向上につながる流れを明ら
かにすることができた（イメージ図：図-５）。
　養成校教員は、知識不足を実感し不安、悩みな
がらも日々頑張っている保育者の抱えている課
題、困り感を、見て聞いて、感じ、受け止め、現
職研修を提供すると同時に、現職研修を私たち養
成校教員の資質向上につなげ、保育者養成の専門
職として、積極的に現職研修を推進していくこと
が求められていると考える。
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Ⅵ　今後の課題
 本研究において、養成校教員が現職研修を担当す
ることにより得られる学びや保育者養成教育への
活用が明らかになったことは、つまり、現職研修
を担当することが、養成校教員の教育力、資質向
上につながると考える。しかし、養成校教員が現
職研修を担当して得られる成果と、大学教員に求
められる教育指導力の４つのカテゴリーとの関連
について、検討できておらず、どの学びが、どの
ように資質向上につながったかを確認する方法、
手立てを示すことができていない。
　本研究の今後の課題として、大学教員に求めら
れる教育指導力の４つのカテゴリーと関連させ、
現職研修を担当することによる養成校教員の資質
向上のための評価項目、チェックシート等の作成
に取り組んでいきたいと考える。
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＊注１について
　「平成30年度特別支援教育に関する調査」）によ
ると、個別の指導計画の作成を必要とする幼児の
うち、実際に作成されている幼児は、幼稚園で 
82.2％、幼保連携型認定こども園で84.4％である。
また、個別の教育支援計画の作成を必要とする幼
児のうち、実際に作成されている幼児は、幼稚園
で72.4％、幼保連携型認定こども園で71.6％であ
る。
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究の一部です。
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